
主要施策名：（１）協働のまちづくりの推進

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

611-2 地域活性化事業 企画経営課

611-3 住民自治推進事業 企画経営課

（２）市民公益活動の
支援

612-1 地域づくり事業 地域振興課

611-4 人材育成事業 地域振興課

610-5 選挙啓発事業
選挙管理委員会

事務局

事務事業本数：5

（１）市民協働の推進

⑥公平で誇りの
持てる社会づくり

（１）協働のまちづ
くりの推進

（１）市民協働の推進

1



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 地域活性化事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 森川賢一

事務事業コード 611-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）協働のまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）市民協働の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 第三セクターに関する指針、構造改革特別区域法、地域再生法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

多様化する住民ニーズに対応する質の高い公共サービスの提供や衰退傾向にある地域活力の再生が求められており、地域再
生・活性化を図るための地域振興事業が必要とされている。このため公共性が高い自治振興公社の事業運営面での多角的支援
による地域振興事業の推進や地域の実情に即した産業活性化等の魅力あるまちづくりを進める地域再生・活性策としての事業を
実施する。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、一般財団法人玉名自治振興公社、市内各地域

意図
（どのような状態にしたいか）

自治振興公社の事業運営を安定的なものにし、市から管理運営を受けた公共施設で実施される各種事業（文化振興事業、勤労福
祉事業等）を通した市民交流の場を提供することにより、活力と賑わいに満ちたまちづくりを図る。また、市または民間等が提案す
る「構造改革特区」制度等を活用した地域活力の再生と活性化により、地域色の濃い）魅力のあるまちづくりを図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・自治振興公社の予算に占める事務局費に対する市補助金の交付及
び経営状況に関する把握や助言を行う。
・庁内各部署への「構造改革特区」または「地域再生計画」制度の活用
促進及び情報提供を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 玉名市自治振興公社支援事業

② 特区・地域再生関係事務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 19,096 19,506 20,233 20,673 0

一般財源 19,096 19,506 20,233 20,673

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.00 0.02 0.02

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 19,686 19,506 20,343 20,783

小　　　　計 590 0 110 110

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

玉名市自治振興公社支援
事業

補助金交付等による運営支援
を行う。

各種事業（講座等）開
催数

本 22 18 6 20

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

3 3 3特区・地域再生関係事務
計画認定の申請意向調査を行
う。

意向調査回数 回 3

20,783

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 19,686 19,506 20,343

96.95% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.12% （↑） 95.16% （↓）

4500 4500 1500

4160 4950 883
1 参加（入場）者数

公社自主事業への参加（入場）者数（講
座はのべ人数）

人
5100

1 1 1

0 0 0
2 計画認定申請件数

構造特区や地域再生に関する計画認
定を申請した件数

件
1

＊成果未達成時の理由
新型コロナウイルスの影響により入場者数が伸びなかった。
構造特区や地域再生に関する計画認定について、申請予定がなかった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

自治振興公社への運営費支援や理事・評議員の民間登用を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

新型コロナ対策を徹底して各種事業を実施する。また、次期管理方法についても協議する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
自治振興公社については、市民会館等の次期指定管理者選定に向けて、民間から多数選出された理事や評議員の関わりによる新たな
活動に期待しつつ、市としても助言等で関わる必要がある。
また、地域再生計画については、企業版ふるさと納税が活用できるよう準備を進めたい。

評価責任者

石貫誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

■ □ ：

□

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 8 13

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 住民自治推進事業
所管課 企画経営課

作成者（担当者） 森川賢一

事務事業コード 611-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）協働のまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）市民協働の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

地方分権の進展により、国や県から権限と財源の移譲が県や市町村に進められ、地方自治体には、これまで以上に
自主性と自立性を高めた運営が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、市議会、行政

意図
（どのような状態にしたいか）

本市における自治の基本理念及び基本原則を明らかにするとともに、市民、市議会及び執行機関の責務並びに参画
及び協働による自治運営を実現する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

市民参加と協働によるまちづくりの活性化や住みよいまちづくりを推進
するため、市民が主体となったまちづくり（市民自治）の基本的な考え
方やルールなどを定めた「玉名市自治基本条例」を策定し、具体的な
行動計画（アクションプラン）を策定した上で各施策に取り組む。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 自治基本条例推進管理事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 56 45 62 134 0

一般財源 56 45 62 134

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.45 0.29 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 2,709 1,633 610 684

小　　　　計 2,653 1,588 548 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

自治基本条例推進管理事
業

検討委員会で自治基本条例の
進捗管理を行う

検討委員会開催回数 回 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1 1 1
条例の実効性を高めるための行動計画（推進
アクションプラン）を策定する 策定本数 本 1

684

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 2,709 1,633 610

88.37% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 164.58% （↑） 265.59% （↑）

48 49 58

47 48 57
1 推進アクションプラン取組み本数

推進アクションプラン取組み状況の「完了」
及び「取組中」の本数

本
47

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

「玉名市自治基本条例推進委員会」を開催し、進捗管理等を行っていく上で効果的な事業実施を心がけたい。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
推進アクションプランの取組は着実に推進しているが、条例の規定と現在扱っている事務（事業）とがミ
スマッチしていないか調査検討を行い、効果的に見直しを行いたい。

評価責任者

石貫誠哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 13 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 地域づくり事業
所管課 地域振興課

作成者（担当者） 池本　修明

事務事業コード 612-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）協働のまちづくりの推進

□ 該当施策区分 （２）市民公益活動の支援

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市笑顔のまちづくり応援事業補助金交付要綱、玉名市提案型協働事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

様々な市民活動団体が活動し、協働のパートナーとして期待されている中、福祉、環境、まちづくりなど身近な課題と
して、「新しい公共」の考えに基づき市民等と行政との協働による解決が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

各校区のまちづくり委員会などの地域づくり団体、ボランティア団体その他の市民活動団体

意図
（どのような状態にしたいか）

さまざまな分野の市民活動団体が、身近な課題の解決に向け、市民の参画を得ながら市との協働により活発な活動
を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・「笑顔のまちづくり応援事業補助金」を活用した市民活動団体の公益的・地域自治活動への支
援
・「玉名市提案型協働事業補助金」を活用した市民活動団体の公益的まちづくり活動への支援
・地域おこし協力隊員による地域活性化及び本市PRのための情報発信等
・新たな自治組織制度を構築するための講演会、住民ワークショップなどの開催

・関係人口創出のための自治体間及び各大学との交流を図る
・薬草のまちづくりを推進するため、全国薬草サミットを本市において開催する
・地域コミュニティ活動に対する宝くじを財源とする助成申請支援
・(一財)地域活性化センター等の補助等、地域づくりや地域活性化に関する情報提供

⇒

事務事業を構成する細事業（　12　）本

① 地域おこし協力隊事業

② 笑顔のまちづくり応援事業

③ 玉名市提案型協働事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 2,200 0 2 3,000 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 6,411 6,611 1,790 10,413 0

一般財源 4,211 6,611 1,788 7,413

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.80 0.80 0.80 0.80

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 1,717

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 11,128 10,992 6,171 14,811

小　　　　計 4,717 4,381 4,381 4,398

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

地域おこし協力隊事業 玉名市の情報発信回数 情報発信件数 件 0 138 55 100

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

16 9 10

玉名市提案型協働事業
補助金交付等による活動事業
支援

補助金交付件数 件 0 0 2 5

笑顔のまちづくり応援事業
補助金交付等による活動事業
支援

補助金交付件数 件 15

14,811

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 3 5

R03年度予算

対象（ まちづくり活動（笑顔のまちづくり+協働型）参加者数 15049 7755 2405 3000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 11,128 10,992 6,171

51.97% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 52.17% （↓） 55.24% （↓）

15500 8000 3000

15049 7755 2405
1 まちづくり活動参加者数

キラリかがやけ玉名づくり応援事業に
参加した人数

人
11500

***　 180 100

*** 138 55
2 地域おこし協力隊情報発信回数

地域おこし協力隊による情報発信回数
件

***

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症拡大によりまちづくり団体の活動が縮小されたため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

「笑顔のまちづくり応援事業補助金」及び「玉名市提案型協働事業補助金」の採択団体による事業の報告会を開催。各団体同
士の交流及び情報交換、ノウハウの共有を行い、団体のスキルアップ、体制強化を図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

全国的な人口減少、少子高齢化の中において、各地域における課題等については多様化しており、各地域が抱える課題に即
した解決を図る団体の育成が求められる。よって引続き各地域に問題意識を持ち自主性・自立性により課題解決を図る人材
や団体の育成のため支援を行なっていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

市民による自主性や自立性を尊重しつつ、公益的なコミュニティ活動や地域住民の連携意識の醸成など、地域のつながりづくり、人と人と
のつながりづくりに対する支援や行政との協働は必要である。
Ｒ2年度はコロナ禍の影響もあり、全体的に市民活動の縮小が感じられた。今まで積極的に活動されていた方々も高齢化してきており、引
き継ぐ人材の不足が懸案事項。継続性と地域に関わる人をいかに増やしていくかが課題か。

評価責任者

𠮷田　勇人

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 13 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 人材育成事業
所管課 地域振興課

作成者（担当者） 早稲田　宗一朗

事務事業コード 611-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）協働のまちづくりの推進

■ 該当施策区分 （１）市民協働の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市人材育成基金条例、同施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

“市民協働のまちづくり”を推進するため、各分野において活動する人や団体のスキルアップを図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民及び本市に事務所を有する団体又はグループ

意図
（どのような状態にしたいか）

地域における身近な課題を行政と協働して解決する社会の実現のため、社会の各分野で指導的役割を果たす人材
を育成する。アウトプットの機会（領域）を拡大し、地域リーダーの自覚を促す。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

「社会の各分野の振興や地域づくりの推進に資する人材を育成するた
めの研修会等への参加及び開催」を対象分野として参加者又は開催
者に対して助成する。
対象経費の２分の１を助成し、限度額は次のとおり。
・国内研修等への参加　1人5万円、１団体25万円
・海外研修等への参加　1人10万円、１団体50万円
・研修会等の開催　1件20万円

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 人材育成基金助成事業

② 人材育成基金積立事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 963 963 962 1,000 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 963 963 962 1,000 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.35 0.15 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 3,027 2,880 1,783 1,825

小　　　　計 2,064 1,917 821 825

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

人材育成基金助成事業 助成金交付による活動支援 助成金交付件数 件 3 6 0 １

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1 1 １人材育成基金積立事業
基金運用益（基金利子－事業支出額）が生じた
場合、基金に積みたてる。 基金積立回数 回 1

1,825

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,009 480 0 1,825

R03年度予算

対象（ 助成件数 3 6 0 1

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 3,027 2,880 1,783

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 210.21% （↑） 0.00% （－）

5 5 5

3 6 0
1 研修会等参加人数

研修会等に助成金を活用して参加した
人数

人
8

1 1 1

0 2 0
2 研修会等開催回数

助成金を活用して開催された研修会等
の回数

回
2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症の影響により、申請がなかったため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

周知は図ったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、申請を受けるまでには至らなかった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も市HPや広報紙に募集内容等を掲載し、幅広い分野の申請を促していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
Ｒ2年度については、コロナ禍の影響で、人材育成事業そのものが皆無となり、結果、人材育成基金の利用もなかった。
国内国外問わず、移動することができない時期もあったためいたし方ないが、人材育成事業の手法も再検討が必要か。

評価責任者

𠮷田　勇人

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 4 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 選挙啓発事業
所管課 選挙管理委員会事務局

作成者（担当者） 園木　俊範

事務事業コード 610-5 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）協働のまちづくりの推進

□ 該当施策区分

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 明るい選挙推進委員会規約 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

各選挙における明るい選挙の推進と投票率の向上が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民（有権者）

意図
（どのような状態にしたいか）

市民一人ひとりが一票の重みを認識し、豊かな政治意識を備え、主権者としての自覚をもって進んで投票
するとともに、明るい選挙の実現を目指す。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・明るい選挙推進委員会総会の開催
・明るい選挙啓発作品コンクールへの応募を募集
・選挙時における各種啓発活動（広報誌やＨＰへの掲載、
　防災行政無線や街頭啓発における投票の呼びかけ等）
・選挙の出前授業の実施

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 明るい選挙推進委員会事業

② 明るい選挙推進街頭啓発事業

③ 出前授業実施事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 171 234 78 175 0

一般財源 171 234 78 175

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.15 0.25 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,055 1,055 1,447 1,000

小　　　　計 884 821 1,369 825

【1】
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【3】

【4】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

明るい選挙推進委員会事
業

明るい選挙啓発コンクール
応募作品の募集

応募者数 人 338 303 366 336

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1 0 2

出前授業実施事業 出前授業の実施 実施回数 回 4 0 0 2

明るい選挙推進街頭啓発
事業

選挙時における街頭啓発 実施回数 回 1

1,000

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,055 1,055 1,447

143.35% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 99.18% （↓） 72.35% （↓）

80 ― 67.5

― 51.3 ―
1 投票率

年度毎の投票率（複数の選挙があった
場合はその平均）

％
80

60 ― 50

― 38.9 ―
2 18,19歳投票率

市内18,19歳の有権者数の内、投票した18、
19歳の投票者数の割合

％
60

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

有権者に行政サービスを提供するものではないため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

高等学校２校から出前授業の依頼があったが、新型コロナウイルス感染症にかかる県の緊急事態宣言により中止となった。
また、若者の政治や選挙に対する関心を高めていくために、市ホームページにおいて出前授業の希望校の募集を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

投票率の向上を図るためには、選挙啓発活動は必要不可欠であるため、今後も継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
選挙に対する啓発活動ができる組織は、この明るい選挙推進委員会のみであるため、地道に継続して
啓発活動を行わなければならない。また、若年層の主権者教育、投票率向上のため、出前授業など学
校からの要請に対応することで、投票行動へと結びつける啓発を継続して行う必要がある。

評価責任者

井上　康博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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